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ろく」作り、細菌について学んだことを見開き型の色

画用紙（lapbook）にまとめる活動など、各グループで

様々な取り組みが行なわれていた。理科で学ばれるよ

うな身体に関する学習、言葉で表現する学習、図工の

ような創作活動を伴う学習など様々な学習を活かす機

会となっていた。こうした時間は、子どもたちが自立

的・共働的に内容に即して計画を立てて学習を進める

機会を支える役割も担っていると考えられる。14:10
頃から掃除を行い、14:25頃から帰りのサークルを始

め、14:30 には１日を終えた。 
 
５．おわりに 
本稿では、低・中・高学年ごとの違いと共通性に目

を向けながら、オランダのイエナプラン教育における

指導性について考察することを目的としていた。その

結果、認知面での目標は長期的には共通しており、む

しろ短期的な調整や働きかけを工夫する点で指導性が

発揮されていた。また、評価においては、８年間を通

じてポートフォリオを用いて、子どもたちの成長が多

面的に捉えられていた。その他、認知面については、

子どもに応じた即時的なフィードバックとセットでの

形成的評価が重視されていた。情意面については、グ

ループ全体を育てるとともに、一人ひとりの文脈に即

して子どものより良い発達を促すために形成的評価が

実施されていた。 

 認知面に関わる教師の指導性においては、言語や算

数などを一斉もしくは小グループに教えたり、WO で

取り組む学習課題を指示したり、一人ひとりに応じて

働きかけを調整したりと、子どもたちが適切に目標を

達成できるようむしろ積極的に指導が行われていた。

ただし、学年が上がるにしたがって、子どもたちが自

分で取り組む課題を選ぶなどの自由度はあがっていた。 
情意面においても、学習に集中できない子どもが見

られた場合に、その原因や解決について話し合わせる

といった積極的な指導が行われていた。その結果、高

学年になると、子どもたち自身で学習をコントロール

する力が育っていると考えられた。 
このように、オランダのイエナプランスクールでは、

８年間をかけて長期的に子どもたちが目標を達成し、

学習のオーナーシップを持ち、他者とともに学習に取

り組んでいけるよう働きかけがなされていた。これら

の指導は、学力保障と一人ひとりの個性の尊重をいか

に両立するかを探ろうとする営みであると考えられる。 
ただし、「指導」の在り方によっては、ペーターゼ

ンの理念と時に齟齬が生じる可能性も考えられる。特

に、言語や算数の指導は主にオランダ固有の文脈が機

能している可能性も考えられるためである。こうした

点の検討については、今後の課題としたい。また、本

稿はあくまで 1 校での数日間の観察と聞き取りに基づ

く調査である点に限界がある。本稿で示されたことを

過度に一般化はできない点に留意が必要である。 
 

謝辞 調査対象校を紹介して下さったリヒテルズ直

子氏と、元校長や現校長をはじめとする調査対象校の
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費 21K13513 の助成を受けたものである。 
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【研究論文】 
 

論証としてのデータサイエンス 

――秋田県立湯沢高校における「デジタル探究」カリキュラム作成と実践―― 

 

久富 望 粂川 薫樹 

 

 

はじめに 

 本論文は，秋田県立湯沢高校で実践した「デジタル

探究」カリキュラムの報告および考察を行い，高校に

おけるデータサイエンス教育のあり方について提起す

るものである。 
 近年，データサイエンス教育の需要の高まりが確認

できる。大学ではデータサイエンスを扱う学部の新設，

高校では数学分野における確率統計分野の大幅拡充や

「情報」必修化，SSH 等におけるデータサイエンスの

採用の増加等に，その需要は反映されている。 
 しかし，デジタル時代の「読み・書き・そろばん」

である「数理・データサイエンス・AI」の基礎を全て

の国民が育む必要があることが指針1として示される

一方で，カリキュラムの具体像を伴った目的論，すな

わち「なぜ，どのようにデータサイエンスを学ぶのか」

といった議論は不十分である。また，新たな課程を始

める際の時間的・環境的制約や，次々と現れる学習コ

ンテンツに過度に左右され，実際の教育現場では新し

い手法や技術に接することで精一杯になってしまいが

ちである。 
 本論は，統計的な概念や AI 等の先端技術ではなく，

論証そのものをデータサイエンス教育のカリキュラム

の中心に位置付ける可能性について論じるものである。

さらに，「データサイエンス教育」と「ICT 活用」を峻

別することで「なぜ，どのようにデータサイエンスを

学ぶのか」の議論に貢献できると主張するものである。

行論で示すように，本実践においては「総合的な探究

の時間」のような探究学習の中で認識の深まりが起き

る過程に，データサイエンスを有意味に学ぶ契機が見

出せる。これは，今後の中・高等教育におけるデータ

サイエンス教育に一定の示唆を与えるものである。 

 以下では，まず第１節，２節において，本実践の背

景と行われるまでの経緯について論じる。第３節では，

カリキュラム及び実践の概要を第１〜第３クールに分

けて論じる。第４節ではいくつかの成果物を取り上げ，

その分析及び考察を行い，教育課程におけるデータサ

イエンス学習の意義，高大連携や ICT 活用への示唆を

述べる。 

  

１. 「デジタル探究」発足の経緯 

１. １ 秋田県における「探究」実践の蓄積 

 秋田県には探究学習を地域や自治体と共同で作って

きた蓄積がある2。湯沢高校でも，秋田県の探究活動等

実践モデル校の一つとして，探究活動とカリキュラ

ム・マネジメントの融合を模索し，同校の掲げる「湯

高力3」を軸に実践を重ねてきた。また，湯沢市等から

提供されたテーマに関して探究活動が行われてきた。

例えば，「人口減少に対応し， 地域活性化に資するた

めのまちづくり（若者や若い子育て世代が住みたくな

るような理想のまちづくりとは）」「豪雪を乗り越えた

果樹農家を応援するために（被害を乗り越えた農業生

産確保に向けた取組を考える）」等，地域の暮らしや産

業に密着した探究活動が蓄積され，生徒が「自分ごと

として」これらに取り組む文化が形成されている。こ

のような探究学習の実践の蓄積は，本実践を実施する

上での土壌になった。 

 
１.２ 秋田県 DX 推進計画と「デジタル探究」の計画 

 2022年３月に発表された秋田県DX推進計画におけ

る「教育の ICT 化の推進」の１つとして，デジタル技

術等を学びながら探究的学習活動を行うことを目指し

た「デジタル探究」の実施が掲げられた。これは，秋

田県教育委員会高校教育課の「未来へ RUN プロジェ

クト事業」の３つのプロジェクトの１つとして位置付
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けられ，半数以上の生徒が大学進学を目指す普通科高

校の最初の１校として，湯沢高校が「デジタル探究」

の指定校とされた。このため，本実践の着想時からの

目標は，普通科高校におけるデジタル人材の育成に定

められていた。 

 

２. 「デジタル探究」カリキュラム作成における方針 

 前節の目標のため，本実践では「デジタル探究」修

了時における生徒のイメージ作りからカリキュラム作

成を始めた。 

 

２. １ 「デジタル探究」の修了時のイメージ 
 「一人ひとりが，将来よりよく生きるため，一皮む

けて成長する機会を，たくさん作ること」を修了時の

イメージとして掲げた。より具体的なイメージとして，

「（秋田市等の）都会に出る人」にはデジタル技術に触

れる近未来の準備になること，「地元に残る人」には自

分の将来像にデジタル技術が自然と存在するきっかけ

となることを設定した。後者の例として「農業を継ぐ

が，自分の土地に設置した IoT 機器で気象情報等を収

集し，親の経験知の確認・発展を主体的に目指す」「地

域の輸送業務を担うが，AI を用いた物流・従業員等の

最適化を主体的に目指す」等のイメージを設定した。

これは，彼らのうち一定数が，将来的に地域の資産を

担う人材となりうることを想定したものである。この

ように，「デジタル人材」として目指す生徒の姿は，な

んらかの形で「デジタルツールやデータが自然に（意

図を持って）使おうとしている」姿と定義した。これ

らは「デジタル探究」の初日に生徒たちに一斉講義の

形で示した。また，１月に１時間かけ，著者自身の 10

代，20 代における「一皮むけて成長する機会」につい

て紹介した。 

 
２.２ 「デジタル探究」で目指した学習経験 
 湯沢高校が培ってきた「探究」のテーマのうち各自

の興味ある問題に対し，統計局 e-Stat・各省庁・秋田

県や湯沢市等の自治体によるオープンデータ等から収

集し，プログラミングを用いた処理を行い，解釈して

発表し，互いに批判的思考を加える事を目指した。 
 これらは，現行の学習指導要領における算数・数学

の「データの分析」の内容と深く関連する。小学６年

生では「身の回りの事象から設定した問題について，

目的に応じてデータを収集し，データの特徴や傾向に

着目して適切な手法を選択して分析を行い，それらを

用いて問題解決したり，解決の過程や結果を批判的に

考察したりする力」を，中学３年生では「標本と母集

団の関係に着目し，母集団の傾向を推定し判断したり，

調査の方法や結果を批判的に考察したりする力」を，

「データの分析」において目指すべき資質・能力とし

て求められている。本実践は，探究活動という点を除

くと，本質的にはこれらを大きく超えるものではない。

なお，プログラミングを用いた処理については，１年

次では数学 I「データの分析」の範囲内とし，高度な

統計的手法の利用は２年次以降に回すこととした。 
 そのうえで，前述の「修了時のイメージ」を見据え

ながら，生徒のデジタルリテラシーのバラつきや探究

の過程への参加度合い等を踏まえ，指導内容を決定・

変更していった。その際，データに基づいた探究活動

を目指す本実践は広い意味での科学的態度の滋養につ

ながると考え，批判的思考に類する学習経験を一貫し

て取り入れた。 
 

３. カリキュラムの概要 

 以下の活動4において，湯沢高校のデジタル探究担当

は，１年部主任と担任・副担任１人ずつの合計３人で

ある。授業の進行は筆者が現地やオンラインにて進行

し，そのうち半数程度は５クラス同時に実施し，各教

室では１年生の担任・副担任等がサポートした5。 
 

３. １ 第１クール：グラフ化とデータ批判 
 第１クールでは (a)プログラムを用いてデータから

グラフを出力する演習 (b)湯沢市の人口データのデー

タ形式の変更 (c)自作のグラフをもとに「何かを主張

してみる」活動 (d)互いの内容について批判的思考に

つながるコメントを試みる活動を行った。 
 (a)の活動では，筆者が用意した Python のプログラム

を生徒が Web 上で動かし，総務省統計局 e-Stat から

API 等を用いて収集された全国の人口データをグラフ

に表した。これは，誰でも「実行すればすぐ動く」プ

ログラムによって，漠然としたコンピュータへの忌避

心を取り払うこと等を狙ったものである。実際，全て

の生徒が複数のグラフを作る作業を体験できた。 
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 (b)では， PDF で公開されている湯沢市のデータ6を

生徒が手分けして Google スプレッドシートに入力し，

プログラムが読み込める7データを作成した。これによ

り，①地元湯沢市のオープンデータに直接触れること

②目的に応じて複数のデータ形式がある感覚に触れ

ること，等を狙った。また，(a), (b)のデータを組み合

わせ，日本全国及び湯沢市の過去 10 年分の男女/年齢

別の人口データをグラフ化した8。プログラムのうち図

１上部のパラメータの部分を生徒は書き換え，様々な

グラフを出力することができる。図１上部の状態で実

行すれば，2015，2021 年の年齢別人口構成を全国と湯

沢市と重ねた図 1 下部のようなグラフが出力される。 

  (c)は，作成したグラフから気づいたことを記述し

てスライドに表現する活動であった。また，気づいた

ことをより的確に表現するようグラフのパラメータを

各自で変え，新たな気づきを記述したスライドを各生

徒が作成した。これは，データから何かを主張するこ

とに慣れると共に，主張とグラフの内容を合わせる試

行錯誤の経験を意図したものである。「湯沢は 60歳か

ら 70 歳くらいの人口が一番多いが，全国的に見ると

40 歳くらいと 70 歳くらいの人口が最も多い」といっ

た比較的具体的なものが見られる一方で，「日本は高齢

化社会であることがわかる」といった抽象的な記述も

見られた。最終的に，図２のようなスライドを各生徒

が３枚以上作成した。 

 (d)では，(c)で作成したスライドに対して，生徒同士

で互いにコメントし合うグループワークを行った。こ

れは，筆者が批判的思考を深めるために複数の学校で

実践しているもの9の１つであり，グループワークのル

ールとして「でも...」からコメントを始める，という

ことを指示した。ある主張・ステートメントに対して，

別の立場の存在を認識させることを意図して行ったも

のであるが，「でも...」に続く内容は対立する意見や批

判ばかりではなく，話題の付加や感想でもよいと教示

し，取り組みやすさに配慮した。それでも，グラフか

ら気づきを書き出す事より，「でも...」を付け加える事

に難しさを感じていると分かった10。 

 

３.２ 第２クール：論証の基礎演習「三角ロジック」 
 第２クールでは，データとその加工・表現を用いて

論拠のある主張をすることを到達点とし，題材は前年

度の湯沢高校の「探究」のテーマ等から生徒が各自で

選んだものとした。具体的には，(a)生徒ごとにグルー

プに分かれてアイデアを出しながらデータを探し，(b)

選んだデータについてグラフの出力，(c)見つかったデ

ータを参照した「三角ロジック」の作成を到達点とし

た。最後に第１クール同様，(d)互いの「三角ロジック」

へ批判的思考につながるコメントを試みた。 
 (a)では，各テーマごとにグループに分かれ，テーマ

の希望調査時に収集した生徒の意見を参照しながら，

オープンデータ等から必要な情報を探し，どんなデー

タが必要であり，どんな結論があり得るか，等につい

て話し合った。テーマに対する理解，情報収集を目的

とした活動であったが，「どのようなデータが必要かわ

からない」「どのように探せばよいか分からない」とい

うグループが半数程度あった。そこで，各グループが

必要な情報やデータについて Google フォームで質問

を受け付け，回答に対して TA がアイデアやデータの

 

図２：第１クールの生徒の成果物の例 

 

図１：グラフ作成のプログラムの一部 
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けられ，半数以上の生徒が大学進学を目指す普通科高
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の指定校とされた。このため，本実践の着想時からの

目標は，普通科高校におけるデジタル人材の育成に定
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分の将来像にデジタル技術が自然と存在するきっかけ
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集し，親の経験知の確認・発展を主体的に目指す」「地

域の輸送業務を担うが，AI を用いた物流・従業員等の

最適化を主体的に目指す」等のイメージを設定した。

これは，彼らのうち一定数が，将来的に地域の資産を

担う人材となりうることを想定したものである。この

ように，「デジタル人材」として目指す生徒の姿は，な

んらかの形で「デジタルツールやデータが自然に（意

図を持って）使おうとしている」姿と定義した。これ

らは「デジタル探究」の初日に生徒たちに一斉講義の

形で示した。また，１月に１時間かけ，著者自身の 10

代，20 代における「一皮むけて成長する機会」につい

て紹介した。 

 
２.２ 「デジタル探究」で目指した学習経験 
 湯沢高校が培ってきた「探究」のテーマのうち各自

の興味ある問題に対し，統計局 e-Stat・各省庁・秋田

県や湯沢市等の自治体によるオープンデータ等から収

集し，プログラミングを用いた処理を行い，解釈して

発表し，互いに批判的思考を加える事を目指した。 
 これらは，現行の学習指導要領における算数・数学

の「データの分析」の内容と深く関連する。小学６年

生では「身の回りの事象から設定した問題について，

目的に応じてデータを収集し，データの特徴や傾向に

着目して適切な手法を選択して分析を行い，それらを

用いて問題解決したり，解決の過程や結果を批判的に

考察したりする力」を，中学３年生では「標本と母集

団の関係に着目し，母集団の傾向を推定し判断したり，

調査の方法や結果を批判的に考察したりする力」を，

「データの分析」において目指すべき資質・能力とし

て求められている。本実践は，探究活動という点を除

くと，本質的にはこれらを大きく超えるものではない。

なお，プログラミングを用いた処理については，１年

次では数学 I「データの分析」の範囲内とし，高度な

統計的手法の利用は２年次以降に回すこととした。 
 そのうえで，前述の「修了時のイメージ」を見据え

ながら，生徒のデジタルリテラシーのバラつきや探究

の過程への参加度合い等を踏まえ，指導内容を決定・

変更していった。その際，データに基づいた探究活動

を目指す本実践は広い意味での科学的態度の滋養につ

ながると考え，批判的思考に類する学習経験を一貫し

て取り入れた。 
 

３. カリキュラムの概要 

 以下の活動4において，湯沢高校のデジタル探究担当

は，１年部主任と担任・副担任１人ずつの合計３人で

ある。授業の進行は筆者が現地やオンラインにて進行

し，そのうち半数程度は５クラス同時に実施し，各教

室では１年生の担任・副担任等がサポートした5。 
 

３. １ 第１クール：グラフ化とデータ批判 
 第１クールでは (a)プログラムを用いてデータから

グラフを出力する演習 (b)湯沢市の人口データのデー

タ形式の変更 (c)自作のグラフをもとに「何かを主張

してみる」活動 (d)互いの内容について批判的思考に

つながるコメントを試みる活動を行った。 
 (a)の活動では，筆者が用意した Python のプログラム

を生徒が Web 上で動かし，総務省統計局 e-Stat から

API 等を用いて収集された全国の人口データをグラフ

に表した。これは，誰でも「実行すればすぐ動く」プ

ログラムによって，漠然としたコンピュータへの忌避

心を取り払うこと等を狙ったものである。実際，全て

の生徒が複数のグラフを作る作業を体験できた。 
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 (b)では， PDF で公開されている湯沢市のデータ6を

生徒が手分けして Google スプレッドシートに入力し，

プログラムが読み込める7データを作成した。これによ

り，①地元湯沢市のオープンデータに直接触れること

②目的に応じて複数のデータ形式がある感覚に触れ

ること，等を狙った。また，(a), (b)のデータを組み合

わせ，日本全国及び湯沢市の過去 10 年分の男女/年齢

別の人口データをグラフ化した8。プログラムのうち図

１上部のパラメータの部分を生徒は書き換え，様々な

グラフを出力することができる。図１上部の状態で実

行すれば，2015，2021 年の年齢別人口構成を全国と湯

沢市と重ねた図 1 下部のようなグラフが出力される。 

  (c)は，作成したグラフから気づいたことを記述し

てスライドに表現する活動であった。また，気づいた

ことをより的確に表現するようグラフのパラメータを

各自で変え，新たな気づきを記述したスライドを各生

徒が作成した。これは，データから何かを主張するこ

とに慣れると共に，主張とグラフの内容を合わせる試

行錯誤の経験を意図したものである。「湯沢は 60歳か

ら 70 歳くらいの人口が一番多いが，全国的に見ると

40 歳くらいと 70 歳くらいの人口が最も多い」といっ

た比較的具体的なものが見られる一方で，「日本は高齢

化社会であることがわかる」といった抽象的な記述も

見られた。最終的に，図２のようなスライドを各生徒

が３枚以上作成した。 

 (d)では，(c)で作成したスライドに対して，生徒同士

で互いにコメントし合うグループワークを行った。こ

れは，筆者が批判的思考を深めるために複数の学校で

実践しているもの9の１つであり，グループワークのル

ールとして「でも...」からコメントを始める，という

ことを指示した。ある主張・ステートメントに対して，

別の立場の存在を認識させることを意図して行ったも

のであるが，「でも...」に続く内容は対立する意見や批

判ばかりではなく，話題の付加や感想でもよいと教示

し，取り組みやすさに配慮した。それでも，グラフか

ら気づきを書き出す事より，「でも...」を付け加える事

に難しさを感じていると分かった10。 

 

３.２ 第２クール：論証の基礎演習「三角ロジック」 
 第２クールでは，データとその加工・表現を用いて

論拠のある主張をすることを到達点とし，題材は前年

度の湯沢高校の「探究」のテーマ等から生徒が各自で

選んだものとした。具体的には，(a)生徒ごとにグルー

プに分かれてアイデアを出しながらデータを探し，(b)

選んだデータについてグラフの出力，(c)見つかったデ

ータを参照した「三角ロジック」の作成を到達点とし

た。最後に第１クール同様，(d)互いの「三角ロジック」

へ批判的思考につながるコメントを試みた。 
 (a)では，各テーマごとにグループに分かれ，テーマ

の希望調査時に収集した生徒の意見を参照しながら，

オープンデータ等から必要な情報を探し，どんなデー

タが必要であり，どんな結論があり得るか，等につい

て話し合った。テーマに対する理解，情報収集を目的

とした活動であったが，「どのようなデータが必要かわ

からない」「どのように探せばよいか分からない」とい

うグループが半数程度あった。そこで，各グループが

必要な情報やデータについて Google フォームで質問

を受け付け，回答に対して TA がアイデアやデータの

 

図２：第１クールの生徒の成果物の例 

 

図１：グラフ作成のプログラムの一部 
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例を提案する形で支援した。 
 (b)の活動では，(a)で話しあった結果をもとに，デー

タを収集し，必要に応じてグラフ化する作業を行った。

第 1クールで行った，プログラムによるグラフ化の技

術の活用ができるように意図したが，コードの意味に

ついて解説をする時間が不十分だった。このため，グ

ラフ化については，依頼を受けて TA が代わりに行う

形で進めた。データを用いて地域のテーマに関して考

えることを，プログラミングの体験より優先すべきと

判断したためである。 
 (c)では，ここまでの活動で得られた，漠然とではあ

るが形成されてきた課題・問いに対する「主張」と，

収集したデータ，及びこれを加工したグラフを「三角

ロジック」にまとめる演習を行った。自分がここまで

行った活動の全体像を可視化し，メタ的に認識させる

ことが主な目的であるが，データを使って言いたいこ

とに応じて表現し，主張を組み立てるという，論証の

基本単位の習得を意図して活動を行った。また，グラ

フ化という行為が，データから意味を取り出し，主張

を支持する「論拠（warrant）」として機能させようと

するものであることを強調した。成果物として図３の

ようなスライドのペアを各生徒が１つ作成した。 

 最後の(d)では，第１クールのときと異なり個人作業

とした。すなわち，グループ内で批判的思考を共有す

るのではなく，各自が Google フォームに回答した。

また，回答者が分からない形で回答内容をフィードバ

ックすることとし，第１クールより一歩踏み込んで，

説得力のある発表や論文を育てるための「批判」を積

極的に求めた。これは，各個人の主張に対して多くの

批判的意見を集め，第３クールに用いるためである。 
 

３.３ 第３クール：論証モデルの拡張とデータの活用 
 最後の第３クールでは，読み手や対立する意見を想

定しつつ「データをもとに論拠を持って主張を組み立

て，文章として表現する」ことを到達点とした。具体

的には，(a)データサイエンスと論証の関係についての

講義 (b)「三角ロジック」から「対話型論証モデル」

への拡張 (c)論証のモデルを用いたペアワーク，(d)レ

ポートの執筆，(e)生徒間でのフィードバックを行った。 
 (a)の講義では，「デジタルで探究するということ：

データサイエンスは論証である」という題のレジュメ

を用意し，グラフの表現や代表値の表現が意図を持っ

た warrant として用いられていることの理解や，「対話

型論証モデル」11の紹介等を目的として講義を行った。 
 (b)では，第２クールの「三角ロジック」から「対話

型論証モデル」のワークシートを完成させる作業を各

自が行い，図４のような成果物を作成した。これは，

「三角ロジック」だけでは足りない「対立意見」「反駁」

を，第２クールの最後に集まった批判的意見と，それ

に対する自らの反論によって埋めたものである。この

ことで，他者を想定して主張を補強，修正することを

身につけることを目標とした。この際，対話型論証モ

デルの枠組みを広く捉え，「対立意見」の枠に，対立的

でない補足的なフィードバックコメントを入れること

や，それに対する補助的な論拠を「反駁」の枠に入れ

ることも認めた。これは，適切な批判的意見がない場

 

 

図３：第２クールの生徒の成果物の例 

 

図４：第３クールの生徒のワークシート作成例 
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合や，優れた批判的意見に対する反駁が見つからない

事例を踏まえ，「自分の主張との違いを含む意見」12に

限らず，まずは任意の「他者」を考慮して主張を作る

ことを重視したためである。 
 (c)では，(b)で完成させたワークシートの内容を，他

者に伝えられる形で表現する活動を行った。具体的に

は，一方がワークシートを見せずに口頭で説明し，他

方は白紙の対話型論証モデルのワークシートにその説

明を埋める作業を行なった。そして，説明をした側と

受けた側でワークシートを比較した後，互いの反駁の

論拠となるデータや事実を協力して探した。 
 この活動は，モデルが示す論証の「型」に話型とし

て親しみ慣れることを意図している。外化された「型

はめ」に陥らないために，口述言語として一度内化し，

自然な言葉で話すよう求めることで，単なるワークシ

ートから思考の「モデル」へと昇華されることを狙っ

た。論証モデルが，論証を組み立てる「型」であると

同時に，認識の枠組み（「読む」型）でもある13ことを

踏まえ，コミュニケーションのコードとして用いたの

である。この活動には２時間を充て，１時間目は自分

のワークシートに関して，２時間目はペアを変えて１

時間目のペアのワークシートに関しても，口頭での伝

達を試みた。 
 (d)では，最終成果物として図５，６のようなレポー

トを各自が執筆した。(c)における，同時的な「図」の

状態の論証から，系列性を持った「論述」へと変換し

表現した経験を活かし，到達点として定めた「データ

をもとに論拠を持って主張を組み立て，文章として表

現する」パフォーマンスを行った。クラウド上の文書

の同時編集機能を用って随時添削を行ったが，クラス

メイトから「対立意見」をもらってブラッシュアップ

を図ったり，必要なデータを追加で探しに行ったり，

グラフを自ら作成したりと，これまで経験した活動の

成果が各所に見られた。また，論拠となるデータに関

するグラフ化の支援も引き続き行ったが，筆者の用意

したプログラムや，Web上のグラフ作成ツールを用い，

自らグラフ化を行う生徒が第２クールの時より増えた。 
 (e)では２，３人ずつのグループに分かれ，他クラス

の３人分のレポートをメモを取りながら各自で読み，

グループ内で感想を聞き合い，読んだレポートの「良

いところ」「改善すべきところ」を各自で Googleフォ

ームに回答した。このうち「良いところ」に関する約

120人の 347件の感想に対し，機械学習14を用いてクラ

スタリングを行ったところ，「わかりやすい文章」「は

っきりした主張」「根拠となるデータ」「データ・グラ

フの見やすさ」「ユニークな発想」に該当する感想に分

かれた。これらを用いて，全体に対してフィードバッ

クを行い，「いい論証とは何か」という評価クライテリ

アに関する合意形成，及び共有を狙った。 

 

４. 「デジタル探究」の成果と考察 

４. １ 最終成果物の例：成果と課題 

 図５の例では，問題提起からデータの説明，データ

の解釈，そして結論へと論証を複数のデータにまたが

って組み立てることができている。「対立意見」として

受けた批判や質問を踏まえ，さらに別のデータを用い

た論へと発展しており，他者の立場を踏まえつつデー

タに意味を見出すことが一定程度達成できた例として

捉えられる。 
 図６の例は，健康を維持することと運動についての

図５：生徒の最終成果物の例（１） 
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例を提案する形で支援した。 
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第 1クールで行った，プログラムによるグラフ化の技

術の活用ができるように意図したが，コードの意味に

ついて解説をする時間が不十分だった。このため，グ

ラフ化については，依頼を受けて TA が代わりに行う

形で進めた。データを用いて地域のテーマに関して考

えることを，プログラミングの体験より優先すべきと

判断したためである。 
 (c)では，ここまでの活動で得られた，漠然とではあ

るが形成されてきた課題・問いに対する「主張」と，

収集したデータ，及びこれを加工したグラフを「三角

ロジック」にまとめる演習を行った。自分がここまで

行った活動の全体像を可視化し，メタ的に認識させる

ことが主な目的であるが，データを使って言いたいこ

とに応じて表現し，主張を組み立てるという，論証の

基本単位の習得を意図して活動を行った。また，グラ

フ化という行為が，データから意味を取り出し，主張

を支持する「論拠（warrant）」として機能させようと

するものであることを強調した。成果物として図３の

ようなスライドのペアを各生徒が１つ作成した。 

 最後の(d)では，第１クールのときと異なり個人作業

とした。すなわち，グループ内で批判的思考を共有す

るのではなく，各自が Google フォームに回答した。

また，回答者が分からない形で回答内容をフィードバ

ックすることとし，第１クールより一歩踏み込んで，

説得力のある発表や論文を育てるための「批判」を積

極的に求めた。これは，各個人の主張に対して多くの

批判的意見を集め，第３クールに用いるためである。 
 

３.３ 第３クール：論証モデルの拡張とデータの活用 
 最後の第３クールでは，読み手や対立する意見を想

定しつつ「データをもとに論拠を持って主張を組み立

て，文章として表現する」ことを到達点とした。具体

的には，(a)データサイエンスと論証の関係についての

講義 (b)「三角ロジック」から「対話型論証モデル」

への拡張 (c)論証のモデルを用いたペアワーク，(d)レ

ポートの執筆，(e)生徒間でのフィードバックを行った。 
 (a)の講義では，「デジタルで探究するということ：

データサイエンスは論証である」という題のレジュメ

を用意し，グラフの表現や代表値の表現が意図を持っ

た warrant として用いられていることの理解や，「対話

型論証モデル」11の紹介等を目的として講義を行った。 
 (b)では，第２クールの「三角ロジック」から「対話

型論証モデル」のワークシートを完成させる作業を各

自が行い，図４のような成果物を作成した。これは，

「三角ロジック」だけでは足りない「対立意見」「反駁」

を，第２クールの最後に集まった批判的意見と，それ

に対する自らの反論によって埋めたものである。この

ことで，他者を想定して主張を補強，修正することを

身につけることを目標とした。この際，対話型論証モ

デルの枠組みを広く捉え，「対立意見」の枠に，対立的

でない補足的なフィードバックコメントを入れること

や，それに対する補助的な論拠を「反駁」の枠に入れ

ることも認めた。これは，適切な批判的意見がない場
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合や，優れた批判的意見に対する反駁が見つからない

事例を踏まえ，「自分の主張との違いを含む意見」12に

限らず，まずは任意の「他者」を考慮して主張を作る

ことを重視したためである。 
 (c)では，(b)で完成させたワークシートの内容を，他
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かれた。これらを用いて，全体に対してフィードバッ
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アに関する合意形成，及び共有を狙った。 

 

４. 「デジタル探究」の成果と考察 

４. １ 最終成果物の例：成果と課題 

 図５の例では，問題提起からデータの説明，データ

の解釈，そして結論へと論証を複数のデータにまたが
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た論へと発展しており，他者の立場を踏まえつつデー

タに意味を見出すことが一定程度達成できた例として

捉えられる。 
 図６の例は，健康を維持することと運動についての

図５：生徒の最終成果物の例（１） 
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レポートであるが，初めは日常生活における歩数と平

均寿命の関係について，本文にもあるように「歩く歩

数が多い県のほとんどで平均寿命が長くなっている」

といった記述のみを行っていた。しかし，「「多い県」

とは？」「それで本当に，関係があると言えるのか，は

っきりはわからない」といった指摘を受けて，相関係

数を持ち出した説明に修正している。ここにおいて，

データに基づいた主張をするために特定の統計量を算

出するという，データサイエンスの根本的な思考が見

出せる。これはデータサイエンスを学ぶ上での自然な

動機が生じた典型として位置付けられよう。 

 

４.２ 本実践の解釈 
 今回，「データから主張を作る」ワークに始まり，グ

ラフ化やデータの記述によってデータに解釈を加え，

それらを論証として組み立てることに取り組んだ。そ

の中で，論証の手段として統計量の算出が有効となる

場面も見られた。 
 このような，データサイエンス学習に対して切実性

を有するような文脈の発生は，地域課題に切実性を持

って向き合うことのできる探究学習の文化的土壌と，

「対話型論証」のような認識論的枠組みの共有を前提

とし，その文脈の中にデータの処理・探索を位置付け

ることで達成できたものであろう。 
 これは，統計学の発展の歴史的経緯とも合致する。

大塚淳15は現代統計学のパラダイムを整理し，帰納推

論という普遍的な問題に対するアプローチ群としてデ

ータサイエンスを捉えた。例えば記述統計の多くは，

膨大なデータに対して，ある主張につながる，あるい

は支持するための「意味」を取り出すアプローチであ

る。また，深層学習等に代表されるモデリングの手法

は，高精度での推測ができるモデルならば「真の分布」

を良く再現したモデルである，というプラグマティッ

クな正当化16のアプローチである。いずれにせよ，現

在「先端技術」の代表例として頻繁に現れる「データ

サイエンス」「ビッグデータ活用」「AI」等の概念は，

歴史的に分化・発展してきた科学的認識論の枠組みの

中で捉えられるものである。 
 

４.３ 実践の中で直面した諸課題 
 本実践を通じ，教育目標に対応できる学習経験や指

導の計画を試みることと，単元設計（ミクロな設計）

と長期的な指導計画（マクロな設計）を往復しながら

カリキュラム全体の改善を図ることは，常に意識され

た17。このことは少なくとも２つの点で重要な役割を

果たし，公立高校におけるデータサイエンス教育のあ

り方を考察する材料を提供しうると筆者は考える。 
 １つ目は，新たな課程を作成する際の時間的・環境

的制約が背景にある。少なくとも公立校においては数

年ごとの転勤が年度末に決まり，カリキュラムを作成

する上で厳しい時間的制約が存在する18。また，デー

タサイエンス教育であれば ICT 端末の導入に伴う学校

環境の変化，情報通信環境のトラブル等の環境的制約

が考えられる19。本実践でも，１年の後半はカリキュ

ラムを作りながら授業実践を行う状況にあった。その

中でも，ミクロな設計に偏ることなくカリキュラム作

成と実践を進められたのは，最初に生徒のイメージを

明確化し，少なくとも教育目標と学習経験・指導を一

体として進めた影響が大きい。 
 ２つ目は，教育課程にデータサイエンス学習を組み

入れる中での，ICT との向き合い方についてである。

 

図６：生徒の最終成果物の例（２） 
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データサイエンスという，ある種の話題性に富んだ内

容をカリキュラムに導入する上で，関連性の深いプロ

グラミング学習やデジタル教材，あるいはメタバース

の活用等，真新しい学習コンテンツに過度に着目する

あまり，目的論の議論が希薄になるケースが散見され

る。これは，データサイエンスの習得とデジタル技術

の活用を峻別することによって回避すべき問題である。

今回であれば，第２クール(b)において，プログラミン

グによるグラフ化に対し，データから「意味」を取り

出す部分を優先してフォーカスし直した点は，ICT 活

用に固執せず本来の目的論を追った点で示唆的である。 
すなわち，あくまでデータに基づいた科学的認識論の

形成という目標に基づいてカリキュラムを編成するこ

とで，単なる ICT 活用の実践にとどまらない，データ

サイエンスの見方・考え方を育てるようなカリキュラ

ムの開発を期待できる。本実践は，そのような目標設

定の方法論的基盤として，論証モデルや「逆向き設計」

の考え方を参照したものである。 
 

４. ４ 高大連携の観点から：何を支援すべきか 

 本実践では大学教員と大学院生である筆者がほぼ毎

授業にわたってサポートを行い，カリキュラムの作成

にとどまらず，現地やリモートからの授業進行，プロ

グラムの作成，チャット形式による質問への回答，レ

ポートの添削等を行った。このうち，大学教員が最も

サポートすべき内容は，論証の過程へのフィードバッ

クであると考える。論証の過程に関して「モデル」と

いう形で共通言語を作り，フィードバックや別の視点

からのコメントを入れる形での支援は，高大連携の一

つの有用な形として捉えられる。 
 別の視点として，大学の支援を得られにくい高校は

全国に多数あり，湯沢高校もその 1 つであった20。地

域の大学生との連携が不可能な制約の元での高大連携

は，地域間教育格差の是正という観点から留意される

べきである。本実践においても，オンラインによる授

業支援・進行に意義が見出せた一方，現地でのコミュ

ニケーションが不可欠となる場面も多数存在した。 
 一方，取扱可能な実データの用意には特に留意が必

要である。人口データのような地域の実データを用い

ることは学習の文脈を形作る上で有効である。しかし，

大量の数値データが PDF形式で公開されている等，デ

ータサイエンスの教材として取り扱う上でデータ形式

が障壁になる場合は多い。その確認や解決にも，企業

や大学等の外部機関と技術的な連携は有効に機能する。

学校が目標を定め主体的にカリキュラムを計画されて

いれば，プログラムの作成やデータの前処理の技術的

な支援は，円滑に機能することが期待できる21。 

 

５. おわりに 
 本論文は，データサイエンス教育を，論証の方法論

の獲得として位置付けたカリキュラムの可能性を論じ

たものである。実践の内容を踏まえて言えば，そのカ

リキュラムの意義は，論証を深めようとする活動の中

で，自然にデータサイエンスを学ぶ動機が生じる点に

見出せる。すなわち，「AI」「ビッグデータ」と言った

キーワードで科学や産業の情勢を理由に語られがちな

データサイエンス教育を，生徒が持つ自然な文脈の中

に位置づけるための橋渡しとして，論証の形式論理的

なモデルが機能するのである。 
 今回は，その「自然な文脈」は湯沢高校が培ってき

た実践が引き出した。すなわち，これまで行われてき

た地域共同型の探究が，生徒たちの生活にとって十分

に切実性を持っていたため，そのプロセスを論証モデ

ルという認識の「型」で捉え直しながらデータサイエ

ンスと接続させることで，データサイエンス教育に対

しても自然な動機を生むことができた。 
 このようにデータサイエンスを位置付けると，数理

的な統計の知識や，プログラミングの技術の獲得は，

場合によっては後に回すことになる。しかし，結果と

して，自ら Webアプリを活用してグラフを作成したり，

相関係数等の指標を算出して批判に対して反駁しよう

とする等，有意味な文脈の中で知識・技能を使用し獲

得していく事例が見られた。個別的な知識・技能のみ

に捉われず，カリキュラムの系統性・整合性を確保す

る上でもデータサイエンスを学ぶ目的を定めることは

有効であろう。このことは，プログラミング等の特定

の技術や経験が過度に強調される領域や，高大連携が

不可欠な場合において重要な論点である。 
 各学校が持つ教科あるいは探究学習の土壌に合わせ，

データサイエンスを論証の方法論として位置付け組み

込んでいくことは，データサイエンスの専門的人材を

十分に有しない日本各地の学校が，外部の専門的人材
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が障壁になる場合は多い。その確認や解決にも，企業

や大学等の外部機関と技術的な連携は有効に機能する。

学校が目標を定め主体的にカリキュラムを計画されて

いれば，プログラムの作成やデータの前処理の技術的

な支援は，円滑に機能することが期待できる21。 

 

５. おわりに 
 本論文は，データサイエンス教育を，論証の方法論

の獲得として位置付けたカリキュラムの可能性を論じ

たものである。実践の内容を踏まえて言えば，そのカ

リキュラムの意義は，論証を深めようとする活動の中

で，自然にデータサイエンスを学ぶ動機が生じる点に

見出せる。すなわち，「AI」「ビッグデータ」と言った

キーワードで科学や産業の情勢を理由に語られがちな

データサイエンス教育を，生徒が持つ自然な文脈の中

に位置づけるための橋渡しとして，論証の形式論理的

なモデルが機能するのである。 
 今回は，その「自然な文脈」は湯沢高校が培ってき

た実践が引き出した。すなわち，これまで行われてき

た地域共同型の探究が，生徒たちの生活にとって十分

に切実性を持っていたため，そのプロセスを論証モデ

ルという認識の「型」で捉え直しながらデータサイエ

ンスと接続させることで，データサイエンス教育に対

しても自然な動機を生むことができた。 
 このようにデータサイエンスを位置付けると，数理

的な統計の知識や，プログラミングの技術の獲得は，

場合によっては後に回すことになる。しかし，結果と

して，自ら Webアプリを活用してグラフを作成したり，

相関係数等の指標を算出して批判に対して反駁しよう

とする等，有意味な文脈の中で知識・技能を使用し獲

得していく事例が見られた。個別的な知識・技能のみ

に捉われず，カリキュラムの系統性・整合性を確保す

る上でもデータサイエンスを学ぶ目的を定めることは

有効であろう。このことは，プログラミング等の特定

の技術や経験が過度に強調される領域や，高大連携が

不可欠な場合において重要な論点である。 
 各学校が持つ教科あるいは探究学習の土壌に合わせ，

データサイエンスを論証の方法論として位置付け組み

込んでいくことは，データサイエンスの専門的人材を

十分に有しない日本各地の学校が，外部の専門的人材

15
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の力を借りながら，主体的にデータサイエンスのカリ

キュラムを編成していく上で重要である。 
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【研究論文】 
 

環境教育の教育目標論に関する一考察 
 

祁 白麗 
 

 

 

１．はじめに 

本稿は、環境教育における教育目標がどのように考

えられ設定されてきたのかについて、国内外の政策動

向・国内の実践と理論を俯瞰し、（1）環境教育の教育
目標設定における論点は何か、（2）環境教育がどのよ
うに展開されてきて、どのような課題を抱えているの

かを教育目標論の視点から検討することを目的とする。 
本稿では、環境教育という用語を使ってなされた議

論に限定せずに、環境教育の前身や源流とされている

自然保護教育、公害教育から、現在主流になっている

ESD、SDGs を背景に唱えられる持続可能性のための
教育までを検討の対象に含める。なぜなら、1970年代
半ば以降、自然保護教育や公害教育にルーツを持つ研

究者と実践者たちが、環境教育という概念を積極的に

用いて議論を展開しているからである1。また、ESDや
SDGs の提起を背景として、環境教育の意義と課題を

改めて考え直す作業が行われているからである2。環境

教育は、1950 年代以来 70 年間、自然破壊や環境問題
に取り組む教育実践・理論を整理する上で、主軸とな

る概念であると言える3。 
本稿において、教育目標論にとりわけ焦点を合わせ

る理由は二つある。第一に、環境教育の目的について

は、環境問題の解決や予防といった課題を含む、持続

可能な社会の作り手の育成という共通認識は得られや

すいものの、この目的が実際にどのような具体的目標

の設定を通して達成されるのかは個々の学校や教師に

任されている側面が大きく、この曖昧性は環境教育の

実践を行う上で困惑と停滞を招いているという点であ

る。よって、教育目標論に焦点を合わせることで、実

践を行う上で指針となるより具体的な議論に踏み込む

ことを目指す。ただし、教育目標に関する議論は、「目

的と深く関わりながら何を教えるか、この『目当て』

にかかわる諸議論である」ために4、必要に応じて教育

目的をも検討の対象に取り入れる。 
環境教育の教育目標論に着目するもう第二の理由

は、「教育目標論は、社会的諸価値をカリキュラムへ具

体化する教育的決定」に関わるものであるために、教

育目標に焦点を合わせることが「教育という営みや学

校という制度のあり方や機能を、全体的・根源的にリ

アルに対象しうる」ためである5。つまり、環境教育の

教育目標論を検討することで、学校教育における環境

教育の必要性を唱える論調にどのような意図があり、

これから学校と社会の関係や学校教育の機能と役割に

ついてどう考えるべきかの示唆が得られる。 
環境教育の教育目標に関する先行研究としては、環

境教育の歴史的展開を整理する論文や、環境教育の入

門書やテキストにおける環境教育の目的と目標と題さ

れる章・節がいくつか指摘できる6。ただし、これらの

研究は、環境教育に関する国際的動向の枠組みを手が

かりにするものが多く、日本独自の環境教育の実践と

理論を踏まえた理論的・実践的知見についてはほとん

ど参照されていない。そのため、本稿は、日本独自の

環境教育の実践と理論を含めて、広く環境教育の教育

目標に関する議論を扱い、さまざまな立場の共通点や

相違点を明らかにし、環境教育のさらなる展開に向け

て示唆を提供する。 

 
２．環境教育施策における教育目標の設定 
２.１ 環境教育の国際的な枠組み 
国際的な環境危機が深まる中で、環境の保護と改善

に資する教育の重要性が、初めて国際的に強調された

のは、1972年のストックホルム国連人間環境会議で採
択された『人間環境宣言』である。ただし、環境教育

とはどのようなもので、その教育目的や教育目標、指
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